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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、2024年８月期期末の決算手続を進める中で、経費計上プロセスにおいて、一部の経費について計上期間を

誤認し、経費が過少に計上されていることが判明いたしました。本件につき、会計監査人であるフェイス監査法人と

事実確認の結果及び影響額について協議を行い、その影響の重要性を鑑みて過去の四半期報告書を訂正することとい

たしました。なお、訂正に際しては、対象年度において重要性の観点から訂正を行っていなかった事項の訂正も併せ

て行っております。

これらの決算訂正により、2024年４月12日に提出いたしました第13期第２四半期（自　2023年12月１日　至　2024

年２月29日）四半期報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するために金融商品取

引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の要約四半期連結財務諸表については、フェイス監査法人により四半期レビューを受けており、その

四半期レビュー報告書を添付しております。

 
２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

　第２　事業の状況

　　２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　第４　経理の状況

　　１　要約四半期連結財務諸表

　

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみ記載しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期

第２四半期
連結累計期間

第13期
第２四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自 2022年９月１日
至 2023年２月28日

自 2023年９月１日
至 2024年２月29日

自 2022年９月１日
至 2023年８月31日

売上収益
(千円)

4,829,326 5,235,750
9,350,231

(第２四半期連結会計期間) (2,650,842) (2,837,060)

税引前四半期(当期)利益 (千円) 140,779 268,926 245,947

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益 (千円)

194,027 179,951
317,290

(第２四半期連結会計期間) (103,223) (108,242)

四半期(当期)利益 (千円) 195,491 179,951 318,754

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(千円) 194,027 179,951 317,412

四半期(当期)包括利益 (千円) 195,491 179,951 318,876

親会社の所有者に帰属する持分 (千円) 1,307,627 1,325,742 1,449,951

総資産額 (千円) 4,876,547 5,849,345 3,903,746

基本的１株当たり
四半期(当期)利益 (円)

72.29 66.43
117.95

(第２四半期連結会計期間) (38.58) (40.06)

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) 70.26 61.30 110.72

親会社所有者帰属持分比率 (％) 26.8 22.7 37.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 34,535 69,254 460,327

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △31,322 △515,629 △318,530

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 303,986 638,665 △78,747

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,508,804 1,456,946 1,264,656
 

(注) １．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS」という。)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸

表に基づいております。
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第２ 【事業の状況】

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当社グループは第１四半期連結会計期間より、従来の日本基準に替えてIFRSを適用しており、前第２四半期

連結累計期間及び前連結会計年度の数値もIFRSベースに組み替えて比較分析を行っております。

 
(１)財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間（2023年９月１日～2024年２月29日）における我が国の経済は、新型コロナウイルス

感染症(COVID-19)の影響は落ち着きを見せ、社会の新たな段階への移行が進み、経済活動の正常化に向けた持ち直

しの動きがみられました。しかしながら、国際的な情勢不安の長期化や、物価上昇、供給面の制約による影響な

ど、依然として先行きは不透明な状況が続いています。

　当社グループは、業種業態にこだわらず、あらゆる商品を世の中にまだない販売の手法を考えて新たな市場(ブ

ルーオーシャン)を構築し、独占的に販売することを営業方針として掲げ、既存事業の強化と新たな成長基盤の確立

に取り組んでまいりました。

このような環境下で、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上収益5,235,750千円(前年同期比8.4％増)、営業

利益は276,058千円(前年同期比91.2％増)、税引前四半期利益は268,926千円(前年同期比91.0％増)、親会社の所有

者に帰属する四半期利益は179,951千円(前年同期比7.3％減)となりました。

 
②財政状態

　（資産）

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、5,849,345千円となり、前連結会計年度末比1,945,599千円の増加と

なりました。その主な要因は、のれんが712,863千円増加、営業債権及びその他の債権が501,276千円増加、使用権

資産が244,534千円増加、現金及び現金同等物が192,291千円増加、その他の流動資産が224,035千円増加した一方、

その他の金融資産(流動資産)が51,713千円減少したこと等によるものであります。

 

　（負債）

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、4,523,601千円となり、前連結会計年度末比2,069,807千円の増加と

なりました。その主な要因は、借入金(非流動負債)が695,799千円増加、社債及び借入金(流動負債)が629,899千円

増加、営業債務及びその他の債務が371,567千円増加、リース負債(非流動負債)が211,781千円増加したこと等によ

るものであります。

 

　（資本）

当第２四半期連結会計期間末の資本合計は、1,325,744千円となり、前連結会計年度末比124,209千円の減少とな

りました。その主な要因は、自己株式が373,092千円増加した一方、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上に

伴う利益剰余金179,951千円増加、資本金及び資本剰余金それぞれが33,097千円増加したこと等によるものでありま

す。
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(２)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

192,291千円増加し、1,456,946千円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動の資金収支は、税引前四半期利益が268,926千円、営業債務及びその

他の債務が304,030千円増加、営業債権及びその他の債権が356,526千円増加、その他の増減額が196,185千円増減し

たこと等により69,254千円の収入（前年同期は34,535千円の収入）となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動の資金収支は、子会社株式の取得による支出417,620千円、長期貸付

けによる支出178,600千円、投資有価証券の売却による収入31,416千円、長期貸付金の回収による収入29,714千円等

により515,629千円の支出（前年同期は31,322千円の支出）となりました。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動の資金収支は、長期借入れによる収入930,000千円、短期借入金の純

増加370,000千円、自己株式の取得による支出373,092千円、長期借入金の返済による支出246,354千円等により

638,665千円の収入（前年同期は303,986千円の収入）となりました。

 
(３)会計上の見積り及び当該見積に用いた仮定

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成しています。この要約四半期連結財務諸表の作

成にあたり採用した重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定については、「第４　経理の状況　要約四

半期連結財務諸表注記　４.重要な会計上の見積り及び判断」をご参照ください。

 
(４)経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
　(５)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 
　(６)研究開発活動

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ラストワンマイル(E37098)

訂正四半期報告書

 5/27



第４ 【経理の状況】

 

１  要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」

(以下「IAS第34号」という。)に準拠して作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年12月１日から2024年

２月29日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年９月１日から2024年２月29日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、フェイス監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の要約四半期連結財務諸表について、フェイス監査法人による四半期レビューを受けております。

 
当四半期報告書に含まれるIFRSに基づき作成された2023年８月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期

連結会計期間（2022年12月１日から2023年２月28日まで）及び前第２四半期連結累計期間（2022年９月１日から2023

年２月28日まで）の要約四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表については、前任監査人による四

半期レビュー及び監査の対象となっておりません。

ただし、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づき作成された2023年８

月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る四半期連結財

務諸表については、前任監査人によって四半期レビューが実施されております。加えて、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成された2023年８月31日をもって終了した連結会計年度に係る連結財務

諸表及び2022年８月31日をもって終了した連結会計年度に係る連結財務諸表は、前任監査人によって監査が実施され

ております。

 
３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について連結財務諸表等に的確に反映する体

制を構築するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、専門的な情報を有する団体等が主催する研修・セミ

ナーへ参加しております。

 
４　IFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成することができる体制の整備

当社は、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の把握を行っておりま

す。また、IFRSに準拠したグループ会計方針を作成し、IFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成することができ

る体制の整備を行っております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：千円)

 注記
移行日

(2022年９月１日)
前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第２四半期
連結会計期間

(2024年２月29日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  1,201,605 1,264,656 1,456,946

営業債権及びその他の債権  1,318,460 1,283,949 1,785,225

棚卸資産  14,697 14,701 26,533

その他の金融資産 10 30,002 99,475 47,762

未収法人所得税  37,547 8,230 334

その他の流動資産  120,753 69,695 293,731

流動資産合計  2,723,065 2,740,706 3,610,530

     

非流動資産     

有形固定資産  69,621 81,725 93,837

使用権資産  601,677 518,283 762,817

のれん  36,319 36,319 749,182

無形資産  120,206 97,254 233,431

その他の金融資産 10 89,216 284,503 276,989

繰延税金資産  41,579 140,600 110,487

その他の非流動資産  7,840 4,356 12,072

非流動資産合計  966,458 1,163,040 2,238,815

資産合計  3,689,522 3,903,746 5,849,345
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(単位：千円)

 注記
移行日

(2022年９月１日)
前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第２四半期
連結会計期間

(2024年２月29日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  807,889 717,471 1,089,037

社債及び借入金 10 395,382 329,747 959,646

リース負債  106,375 79,078 110,042

未払法人所得税  24,047 9,870 75,391

返金負債  171,108 154,407 196,163

引当金  7,910 － －

その他の流動負債  205,702 297,118 299,963

流動負債合計  1,718,413 1,587,690 2,730,242

     

非流動負債     

借入金 10 337,399 403,683 1,099,482

リース負債  496,732 437,229 649,010

引当金  25,152 25,192 33,128

その他の非流動負債  － － 11,739

非流動負債合計  859,283 866,104 1,793,360

負債合計  2,577,696 2,453,794 4,523,601

     

資本     

資本金 ７ 340,594 354,016 387,113

資本剰余金  307,578 320,999 354,097

利益剰余金  540,605 848,017 1,027,968

自己株式 ７ △66,443 △91,349 △464,441

その他の資本の構成要素  △10,450 18,268 21,005

親会社の所有者に帰属する持分
合計

 1,111,884 1,449,951 1,325,742

非支配持分  △57 1 1

資本合計  1,111,827 1,449,952 1,325,744

負債及び資本合計  3,689,522 3,903,746 5,849,345
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

 注記
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年９月１日
　至　2023年２月28日)

 
当第２四半期連結累計期間

(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

売上収益 ８ 4,829,326  5,235,750

売上原価  2,001,119  1,945,951

売上総利益  2,828,208  3,289,799

販売費及び一般管理費  2,711,772  3,032,535

その他の収益  27,941  18,795

営業利益  144,376  276,058

金融収益  108  3,497

金融費用  3,705  10,630

税引前四半期利益  140,779  268,926

法人所得税費用  △54,713  88,975

四半期利益  195,491  179,951

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  194,027  179,951

非支配持分  1,464  －

四半期利益  195,491  179,951

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ９ 72.29  66.43

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ９ 70.26  61.30
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【第２四半期連結会計期間】

(単位：千円)

 注記
前第２四半期連結会計期間

(自　2022年12月１日
　至　2023年２月28日)

 
当第２四半期連結会計期間

(自　2023年12月１日
　至　2024年２月29日)

売上収益  2,650,842  2,837,060

売上原価  1,127,039  1,006,365

売上総利益  1,523,803  1,830,695

販売費及び一般管理費  1,410,536  1,649,849

その他の収益  21,870  7,811

営業利益  135,137  188,657

金融収益  107  2,281

金融費用  2,205  5,452

税引前四半期利益  133,038  185,487

法人所得税費用  29,815  77,245

四半期利益  103,223  108,242

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  103,223  108,242

四半期利益  103,223  108,242

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ９ 38.58  40.06

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ９ 37.53  36.98
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

 注記
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年９月１日
　至　2023年２月28日)

 
当第２四半期連結累計期間

(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

四半期利益  195,491  179,951

     

四半期包括利益  195,491  179,951

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  194,027  179,951

非支配持分  1,464  －

四半期包括利益  195,491  179,951
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【第２四半期連結会計期間】

(単位：千円)

 注記
前第２四半期連結会計期間

(自　2022年12月１日
　至　2023年２月28日)

 
当第２四半期連結会計期間

(自　2023年12月１日
　至　2024年２月29日)

四半期利益  103,223  108,242

     

四半期包括利益  103,223  108,242

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  103,223  108,242

四半期包括利益  103,223  108,242
 

 

EDINET提出書類

株式会社ラストワンマイル(E37098)

訂正四半期報告書

12/27



(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間(自　2022年９月１日　至　2023年２月28日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計
非支配
持分

資本
合計

2022年９月１日残高  340,594 307,578 540,605 △66,443 △10,450 1,111,884 △57 1,111,827

四半期利益  － － 194,027 － － 194,027 1,464 195,491

四半期包括利益  － － 194,027 － － 194,027 1,464 195,491

新株の発行  5,198 5,198 － － － 10,395 － 10,395

自己株式の取得  － － － △24,660 － △24,660 － △24,660

株式報酬取引  － － － － 456 456 － 456

連結子会社の売却  － － － － － － △1,407 △1,407

新株予約権の発行  － － － － 15,525 15,525 － 15,525

所有者との取引額等合計  5,198 5,198 － △24,660 15,981 1,716 △1,407 309

2023年２月28日残高  345,792 312,775 734,632 △91,103 5,531 1,307,627 － 1,307,627
 

 
当第２四半期連結累計期間(自　2023年９月１日　至　2024年２月29日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計
非支配
持分

資本
合計

2023年９月１日残高  354,016 320,999 848,017 △91,349 18,268 1,449,951 1 1,449,952

四半期利益  － － 179,951 － － 179,951 － 179,951

四半期包括利益  － － 179,951 － － 179,951 － 179,951

新株の発行  33,097 33,097 － － － 66,195 － 66,195

自己株式の取得  － － － △373,092 － △373,092 － △373,092

株式報酬取引  － － － － 2,737 2,737 － 2,737

所有者との取引額等合計  33,097 33,097 － △373,092 2,737 △304,160 － △304,160

2024年２月29日残高  387,113 354,097 1,027,968 △464,441 21,005 1,325,742 1 1,325,744
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

 注記
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年９月１日
　至　2023年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  140,779 268,926

減価償却費及び償却費  89,895 82,131

金融収益  △108 △3,497

金融費用  3,705 10,630

棚卸資産の増減額（△は増加）  1,228 △11,831

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 △521,631 △356,526

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 658,844 304,030

引当金の増減額（△は減少）  △3,000 －

その他の増減額  △345,704 △196,185

小計  24,008 97,677

利息及び配当金の受取額  108 813

利息の支払額  △3,675 △10,033

法人所得税の支払額  △23,453 △27,098

法人所得税の還付額  37,547 7,896

営業活動によるキャッシュ・フロー  34,535 69,254

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の売却による収入  70 －

有形固定資産の取得による支出  △30,215 △2,892

短期貸付金の純増減額(△は増加)  － 15,000

敷金及び保証金の回収による収入  6,632 119

敷金及び保証金の差入による支出  － △788

長期貸付金の回収による収入  － 29,714

長期貸付けによる支出  － △178,600

子会社株式の取得による支出 ６ － △417,620

子会社株式の売却による支出 ６ △7,819 －

投資有価証券の売却による収入  － 31,416

保険積立金の払戻による収入  － 8,000

その他  11 23

投資活動によるキャッシュ・フロー  △31,322 △515,629

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  95,000 370,000

長期借入れによる収入  400,208 930,000

長期借入金の返済による支出  △139,072 △246,354

リース負債の返済による支出  △53,410 △51,100

株式の発行による収入  10,395 17,211

新株予約権の発行による収入  15,525 －

自己株式の取得による支出  △24,660 △373,092

社債の償還による支出  － △8,000

財務活動によるキャッシュ・フロー  303,986 638,665

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  307,199 192,291

現金及び現金同等物の期首残高  1,201,605 1,264,656

現金及び現金同等物の四半期末残高  1,508,804 1,456,946
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【要約四半期連結財務諸表注記】

２．作成の基礎

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨及び初度適用に関する事項

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特

定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

当社グループは、2023年９月１日に開始する当連結会計年度の第１四半期連結会計期間よりIFRSを初めて適用し

ており、当連結会計年度の年次の連結財務諸表がIFRSに準拠して作成する最初の連結財務諸表となります。IFRSへ

の移行日は2022年９月１日であります。

当社グループは、IFRSへの移行にあたり、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」(以下「IFRS第１号」とい

う。)を適用しており、IFRSへの移行が当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える

影響は、注記「13．初度適用」に記載しております。

本要約四半期連結財務諸表は、2024年10月18日に取締役会によって承認されております。

 
(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定する特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎とし

て作成されております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円(千円単位、単位未満四捨五入)で表示

しております。
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９．１株当たり四半期利益

(1) 基本的１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年９月１日
至　2023年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

親会社の普通株主に帰属する四半期利益   

親会社の所有者に帰属する四半期利益(千円) 194,027 179,951

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益
(千円)

－ －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(千円)

194,027 179,951

期中平均普通株式数(株) 2,684,101 2,708,793

基本的１株当たり四半期利益(円) 72.29 66.43
 

 

 
前第２四半期連結会計期間
(自　2022年12月１日
至　2023年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2023年12月１日
至　2024年２月29日)

親会社の普通株主に帰属する四半期利益   

親会社の所有者に帰属する四半期利益(千円) 103,223 108,242

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益
(千円)

－ －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(千円)

103,223 108,242

期中平均普通株式数(株) 2,675,540 2,702,316

基本的１株当たり四半期利益(円) 38.58 40.06
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(2) 希薄化後１株当たり四半期利益

希薄化後１株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年９月１日
至　2023年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

希薄化後の普通株主に帰属する四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益の計算に
使用する四半期利益(千円)

194,027 179,951

四半期利益調整額(千円) － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に
使用する四半期利益(千円)

194,027 179,951

希薄化後の期中平均普通株式数   

期中平均普通株式数(株) 2,684,101 2,708,793

新株予約権による普通株式増加数(株) 77,307 227,003

希薄化後の期中平均普通株式数(株) 2,761,408 2,935,796

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 70.26 61.30
 

 

 
前第２四半期連結会計期間
(自　2022年12月１日
至　2023年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2023年12月１日
至　2024年２月29日)

希薄化後の普通株主に帰属する四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益の計算に
使用する四半期利益(千円)

103,223 108,242

四半期利益調整額(千円) － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に
使用する四半期利益(千円)

103,223 108,242

希薄化後の期中平均普通株式数   

期中平均普通株式数(株) 2,675,540 2,702,316

新株予約権による普通株式増加数(株) 74,722 224,604

希薄化後の期中平均普通株式数(株) 2,750,262 2,926,920

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 37.53 36.98
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12．重要な後発事象

（株式交換による株式会社ベンダーの完全子会社化）

当社は、2024年１月12日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、株式会社ベンダーを株式交換完全

子会社とする株式交換を行うことを決議するとともに同日付けで株式交換契約を締結いたしました。また、本件株式

交換については、2024年２月29日開催の当社臨時株主総会において承認を受け、2024年３月１日に効力発生しており

ます。

（1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　株式会社ベンダー

事業の内容　　　　コールセンター事業、光コラボレーション事業

②　企業結合の目的

株式会社ベンダーは、首都圏、関西、九州を中心にコールセンター事業及び光コラボレーション事業(NTT東日

本、NTT西日本よりインターネット回線を借り受け、自社のブランドで販売するインターネットサービス)を運営

しております。主に、不動産仲介会社や不動産管理会社等とアライアンスを組み、入居者に対して新電力、イン

ターネット回線等のサービスを販売しており、当社グループが行っているアライアンス事業と高いシナジーを生

み出すことを目的として株式交換を行うものであります。

③　企業結合日

2024年３月１日

④　企業結合の法的形式

当社を株式交換完全親会社とし、株式会社ベンダーを株式交換完全子会社とする株式交換

⑤　結合後企業の名称

いずれも変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社を完全親会社とする株式交換であることによるものであります。

（2）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

①　株式の種類別の交換比率

当社普通株式１：株式会社ベンダー普通株式779.478458

②　株式交換比率の算定方法

本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたって、公平性・妥当性を確保するため、当社並びに株式会

社ベンダーから独立した第三者算定機関である、株式会社Stand by Cに当社及び株式会社ベンダーの株式価値及

び本件株式交換比率の算定を依頼し、本算定結果を参考に、両社の財務状況、資産状況、将来の見通し等の要因

を総合的に勘案した上で、株式会社ベンダーとの間で真摯に協議・検討を重ね、決定いたしました。

当社については、当社が東京証券取引所グロース市場に上場しており、市場価格が存在していることから、市

場株価法を用いて算定を行いました。市場株価法においては、2024年１月11日を基準日として、東京証券取引所

グロース市場における基準日の終値、１か月間（2023年12月12日から2024年１月11日まで）の終値の単純平均値

を採用しております。

株式会社ベンダーについては、非上場会社であり市場株価が存在しないこと及び将来の事業活動の状況を算定

に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法を用いて株式価値の算定をしております。ディス

カウンテッド・キャッシュ・フロー法では、株式会社ベンダーより株式会社Stand by Cが開示を受けた事業計画

に基づき、算定基準日である2023年12月31日以降に株式会社ベンダーが創出すると見込まれるフリー・キャッ

シュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を算出しております。

③　交付株式数

155,894株(交付株式数155,894株のうち90,072株は、当社の自己株式を充当しております。)
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(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 （単位：千円）

本株式交換で交付した当社普通株式の公正価値 534,716

取得原価 534,716
 

(4) 取得した資産及び引き受けた負債の額

現時点において確定しておりません。

(5) 取引関連費用

アドバイザリー費用等3,000千円（概算）

(6) 会計処理の概要

本株式交換は、IFRS第３号「企業結合」における取得法により会計処理する予定であります。なお、本株式交換

に伴い、当社の連結財務諸表上、のれん又は負ののれん発生益が発生する見込みでありますが、金額及び会計処理

につきましては、現時点においては確定しておりません。

 
（株式交換による株式会社HOTEL STUDIOの完全子会社化）

当社は、2024年１月12日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、株式会社HOTEL STUDIOを株式交換

完全子会社とする株式交換を行うことを決議するとともに同日付けで株式交換契約を締結いたしました。また、本件

株式交換については、2024年２月29日開催の当社臨時株主総会において承認を受け、2024年３月１日に効力発生して

おります。

（1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　株式会社HOTEL STUDIO

事業の内容　　　　ホテルの運営及び経営

②　企業結合の目的

株式会社HOTEL STUDIOは、北海道、福岡県、沖縄県を中心にホテルの運営受託及び運営に関わるコンサルティ

ングの事業を行っており、ホテル運営に関する豊富な経験及び取引先のネットワークを有しております。今後の

拡大含め中長期的な利益の獲得が見込めること、また、ホテル事業が属する観光業は、今後日本の産業の基幹産

業になると言われている成長産業の一つでもあります。

株式会社HOTEL STUDIOは、ホテル運営において、通常の観光やビジネス需要だけでなく、マンスリーマンショ

ン需要に対する長期宿泊の運営に関するノウハウも有しており、新型コロナウイルス感染症等の有事の際にはホ

テルからマンスリーマンション需要へ経営のリソースをシフトさせることが可能です。また、運営受託及び運営

に関わるコンサルティングに特化した企業であるため、低リスクなビジネスモデルでもあること、不動産管理会

社の賃貸物件をホテルに転用し運営できるノウハウをもっており、当社グループが行っているアライアンス事業

と親和性が高いと考え、株式交換を行うものであります。

③　企業結合日

2024年３月１日

④　企業結合の法的形式

当社を株式交換完全親会社とし、株式会社HOTEL STUDIOを株式交換完全子会社とする株式交換

⑤　結合後企業の名称

いずれも変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社を完全親会社とする株式交換であることによるものであります。
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（2）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

①　株式の種類別の交換比率

当社普通株式１：株式会社HOTEL STUDIO普通株式0.027211

②　株式交換比率の算定方法

本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたって、公平性・妥当性を確保するため、当社並びに株式会

社HOTEL STUDIOから独立した第三者算定機関である、株式会社Stand by Cに当社及び株式会社HOTEL STUDIOの株

式価値及び本件株式交換比率の算定を依頼し、本算定結果を参考に、両社の財務状況、資産状況、将来の見通し

等の要因を総合的に勘案した上で、株式会社HOTEL STUDIOとの間で真摯に協議・検討を重ね、決定いたしまし

た。

当社については、当社が東京証券取引所グロース市場に上場しており、市場価格が存在していることから、市

場株価法を用いて算定を行いました。市場株価法においては、2024年１月11日を基準日として、東京証券取引所

グロース市場における基準日の終値、１か月間（2023年12月12日から2024年１月11日まで）の終値の単純平均値

を採用しております。

株式会社HOTEL STUDIOについては、非上場会社であり市場株価が存在しないこと及び将来の事業活動の状況を

算定に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法を用いて株式価値の算定をしております。

ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法では、株式会社HOTEL STUDIOより株式会社Stand by Cが開示を受け

た事業計画に基づき、算定基準日である2023年12月31日以降に株式会社HOTEL STUDIOが創出すると見込まれるフ

リー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を算出しております。

③　交付株式数

136,053株

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 （単位：千円）

本株式交換で交付した当社普通株式の公正価値 467,662

取得原価 467,662
 

(4) 取得した資産及び引き受けた負債の額

現時点において確定しておりません。

(5) 取引関連費用

アドバイザリー費用等1,500千円（概算）

(6) 会計処理の概要

本株式交換は、IFRS第３号「企業結合」における取得法により会計処理する予定であります。なお、本株式交換

に伴い、当社の連結財務諸表上、のれん又は負ののれん発生益が発生する見込みでありますが、金額及び会計処理

につきましては、現時点においては確定しておりません。
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（株式取得による株式会社プレミアムビジネスサポートの子会社化）

当社は、2024年１月12日開催の取締役会において、株式会社プレミアムビジネスサポート(以下「PBS」という。)の

発行済株式の全てを取得し、子会社化することについて決議するとともに同日付けで株式譲渡契約を締結し、2024年

３月１日付で株式を取得いたしました。

（1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　株式会社プレミアムビジネスサポート

事業の内容　　　　企業の管理業務の受託業務

②　企業結合の目的

PBSは、企業の財務経理、人事総務等の管理業務の受託事業を運営しております。いわゆる一般的なBPO事業と

は異なり、単なる事務作業を受託するのではなく、顧客となる会社の経営方針や業務を深く理解し、管理業務面

から適切な事業運営を支援いたします。

PBSは上場企業も含めたあらゆる管理業務に対応可能なため、顧客の会社の体制や状況に応じて柔軟に対応業務

を組み合わせて提供できる点が強みです。また、通常の事業運営上必要な管理業務にとどまらず、M&Aや組織再

編、資金調達等、成長拡大に向けてのコーポレートアクションにも適切かつ迅速に対応することが可能です。

当社と、当社の主要株主である㈱プレミアムウォーターホールディングス(以下「PWHD」という。)は2022年７

月に資本業務提携を締結して以降、事業上の連携を強化しております。PWHDグループの業務を深く理解している

PBSが、当社グループの管理業務体制に加わることで、今後加速度的に事業拡大を目指していく当社グループに貢

献することが期待されるため、株式取得を行うものであります。

③　企業結合日

2024年３月１日

④　企業結合の法的形式

当社による現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称

いずれも変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 （単位：千円）

現金 30,000

取得原価 30,000
 

(3) 取得した資産及び引き受けた負債の額

現時点において確定しておりません。

(4) 取引関連費用

現時点で確定しておりません。

(5) 会計処理の概要

本株式取得は、IFRS第３号「企業結合」における取得法により会計処理する予定であります。なお、本株式取得

に伴い、当社の連結財務諸表上、のれん又は負ののれん発生益が発生する見込みでありますが、金額及び会計処理

につきましては、現時点においては確定しておりません。
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（自己株式の取得）

当社は、2024年２月22日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき自己株式取得に係る事項について決議し、以下のとおり自己株式の取得を実施しました。

(1) 自己株式の取得を行う理由

今後のM&A戦略(M&Aや資本業務提携等)の実施に備えるため行います。

(2) 取締役会決議の内容

①取得対象株式の種類　：当社普通株式

②取得しうる株式の総数：40,000株(上限)

　　　　　　　　　　　 (発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合1.51％)

③株式の取得価額の総額：150,000千円(上限)

④取得期間　　　　　　：2024年３月１日～2024年３月29日(約定日ベース)

⑤取得方法　　　　　　：東京証券取引所における市場買付

 
(3) 自己株式の取得の結果

①取得した株式の種類　：当社普通株式

②取得した株式の総数　：40,000株

③株式の取得価額の総額：132,346千円

④取得期間　　　　　　：2024年３月１日～2024年３月15日(約定日ベース)

⑤取得方法　　　　　　：東京証券取引所における市場買付
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（株式交換契約及び株式譲渡契約の締結）

当社は、2024年４月10日開催の取締役会において、2024年６月３日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会

社とし、株式会社CITV(以下「CITV」という。)を株式交換完全子会社とする株式交換(以下「本株式交換」という。)

を実施し、本株式交換の効力発生後にCITVを分割型会社分割の新設分割（以下「本新設分割」という。）により分社

化し、さらに、本新設分割の効力発生後にCITVの株式を2024年４月10日現在におけるCITVの株主(以下「CITV株主」と

いう。)に対して譲渡する（以下「本株式譲渡」という。）一連の取引（以下、本株式交換、本新設分割及び本株式譲

渡をあわせて「本件取引」という。）を実施することを決議し、2024年４月10日付で、CITVとの間で株式交換契約(以

下「本株式交換契約」という。)を、CITV株主との間で株式譲渡契約（以下「本株式譲渡契約」という。）を締結いた

しました。

なお、本株式交換については、当社及びCITVそれぞれの臨時株主総会により、本株式交換契約の承認を受けること

を前提としております。また、本件取引の実行により、本新設分割により設立される新設分割設立会社（以下「新

CI」という。）は、当社の完全子会社となる予定であります。

 
（１）株式交換の目的

当社グループは、当社と連結子会社５社でアライアンス事業、リスティング・メディア事業、ECサイト事業、コ

ンタクトセンター事業及びその他事業(集合住宅向け無料インターネットマンション事業等)を主たる事業とする単

一セグメントとして行っております。

CITVは、首都圏、関西圏を中心に集合住宅向けインターネット(無料インターネットマンション)事業(以下「取得

対象事業」という。)並びにMecha-Tok事業、住宅設備販売事業、決済サービス事業、ENECTRON:水発電販売事業及び

コストコンサルティング事業(以下、取得対象事業を除くCITVの事業を総称して「非取得対象事業」という。)を運

営しており、当社はこのたび取得対象事業のみを本件取引により取得することを予定しております。CITVは、集合

住宅向け無料インターネット事業を、市場が未成熟であった10年以上前から運営しているため、豊富な運営ノウハ

ウを有しております。また、多数の顧客及び不動産事業者等とのネットワークを有しており、当社グループが次の

一つの柱として確立しようとしているその他事業の一つであった集合住宅向け無料インターネットマンション事業

の拡大を加速させることに大きく貢献することが期待されるため、本件取引を行うものであります。

なおCITVは、取得対象事業の他に非取得対象事業を行っておりますが、本株式交換の効力発生を停止条件として

2024年６月３日を効力発生日(予定)として、CITVが取得対象事業に関して有する権利義務を承継対象権利義務とす

る本新設分割を行うとともに、本株式交換及び本新設分割の効力発生を停止条件として、2024年６月３日(予定)に

新設分割会社であるCITV(非取得対象事業)の全株式をCITV株主に対して譲渡を行う予定でおります。

 
（２）株式交換する相手会社の名称等

①　名称 株式会社CITV

②　住所 東京都千代田区神田須田町一丁目34番４号

③　代表者の氏名 代表取締役　吉田　智子

④　資本金の額 502百万円

⑤　事業の内容

集合住宅向けインターネット(無料インターネットマンショ
ン)事業
Mecha-Tok事業
住宅設備販売事業
決済サービス事業
ENECTRON:水発電販売事業
コストコンサルティング事業
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（３）新設分割型会社分割の概要

 
新設分割会社

(CITV・非取得対象事業)
新設分割設立会社

(新CI・取得対象事業)

①　名称 株式会社CITV CITV光株式会社

②　所在地
東京都千代田区神田須田町一丁目34番
４号

東京都豊島区東池袋四丁目21番１号

③　代表者の役職・氏名 代表取締役　吉田　智子 代表取締役　木村　壮伯

④　事業内容

Mecha-Tok事業
住宅設備販売事業
決済サービス事業
ENECTRON:水発電販売事業
コストコンサルティング事業

集合住宅向けインターネット(無料イ
ンターネットマンション)事業

⑤　資本金 502万円 100万円

⑥　設立年月日 2013年９月10日 2024年６月３日（予定）

⑦　大株主及び持分比率

本新設分割時点
　当社　100.0％
本株式譲渡後
　倉住　強一郎　100.0％

当社　100.0％

 

 
（４）株式交換及び新設分割の時期

2024年６月３日（予定）
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
　　2024年10月18日

株式会社ラストワンマイル

取締役会  御中

 
フェイス監査法人

 

東京都渋谷区
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　俊介  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　嵩悠  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラスト

ワンマイルの2023年９月１日から2024年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年12月１日から

2024年２月29日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年９月１日から2024年２月29日まで）に係る訂正後の要約四

半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益

計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社

ラストワンマイル及び連結子会社の2024年２月29日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及

び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

１．要約四半期連結財務諸表注記12．重要な後発事象（株式交換による株式会社ベンダーの完全子会社化）に記載さ

れているとおり、会社は、2024年１月12日開催の取締役会において、会社を株式交換完全親会社、株式会社ベン

ダーを株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議するとともに同日付けで株式交換契約を締結してい

る。当該株式交換は、2024年２月29日開催の臨時株主総会において承認を受け、2024年３月１日付で当該株式交換

の効力が発生している。

２．要約四半期連結財務諸表注記12．重要な後発事象（株式交換による株式会社HOTEL STUDIOの完全子会社化）に記

載されているとおり、会社は、2024年１月12日開催の取締役会において、会社を株式交換完全親会社、株式会社

HOTEL STUDIOを株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議するとともに同日付けで株式交換契約を締結

している。当該株式交換は、2024年２月29日開催の臨時株主総会において承認を受け、2024年３月１日付で当該株

式交換の効力が発生している。

３．要約四半期連結財務諸表注記12．重要な後発事象（株式取得による株式会社プレミアムビジネスサポートの完全

子会社化）に記載されているとおり、会社は、2024年１月12日開催の取締役会において、株式会社プレミアムビジ

ネスサポートの発行済株式の全てを取得し、子会社化することについて決議するとともに同日付けで株式譲渡契約

を締結しており、2024年３月１日付で当該株式を取得している。

４．要約四半期連結財務諸表注記12．重要な後発事象（自己株式の取得）に記載されているとおり、会社は、2024年
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２月22日開催の取締役会において自己株式取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を実施している。

５．要約四半期連結財務諸表注記12．重要な後発事象（株式交換契約及び株式譲渡契約の締結）に記載されていると

おり、会社は、2024年４月10日開催の取締役会において、会社を株式交換完全親会社、株式会社CITVを株式交換完

全子会社とする株式交換の実施及び当該株式交換の効力発生後に株式会社CITVを分割型会社分割の新設分割により

会社分割した上で当該新設分割の効力発生後に株式会社CITVの株式を譲渡することを決議するとともに、同日付け

で株式交換契約及び株式譲渡契約を締結している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
その他の事項

１．会社の2023年８月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

に係る国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成された要約四半期連結財務諸表については、前任監査

人の四半期レビューの対象となっていない。また、2023年８月31日をもって終了した前連結会計年度の国際会計基

準に準拠した連結財務諸表及びIFRS移行日（2022年９月１日）の連結財政状態計算書及びその注記については、前

任監査人の監査の対象となっていない。

　　ただし、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠した2023年８月31日

をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸

表については、前任監査人によって四半期レビューが実施されている。また、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠した2023年８月31日をもって終了した連結会計年度に係る連結財務諸表及び2022年

８月31日をもって終了した連結会計年度に係る連結財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されている。前任

監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2023年４月14日付けで無限定の結論を表明しており、2023年８月31日

をもって終了した連結会計年度に係る当該連結財務諸表に対して2023年11月28日付けで無限定適正意見、2022年８

月31日をもって終了した連結会計年度に係る当該連結財務諸表に対して2022年11月25日付けで無限定適正意見を表

明している。

２．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、要約四半期連結財務諸表を訂正してい

る。なお、当監査法人は、訂正前の要約四半期連結財務諸表に対して2024年４月12日に四半期レビュー報告書を提

出しているが、当該訂正に伴い、訂正後の要約四半期連結財務諸表に対して本四半期レビュー報告書を提出する。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半

期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じ

させる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査

人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
 

 

(注)１.上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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